
厚生労働行政と平成１６年国民生活基礎調査

○年金制度改革
・短時間労働者
・第３号被保険者
・企業年金制度

○多様な働き方の実現
・多様就業型ワークシェアリング
・フリーター等若年者の雇用
・中高年齢者の再就職と能力開発

○少子化対策
・子育てと仕事の両立
・母子家庭等への自立支援

○その他
・健康日本２１の推進
・介護保険制度の推進

・労働時間・日数、就業形態、所得、社会保険・雇用保険の加入状況 ・・・・・・・・・
・配偶者の所得、本人の仕事の有無・就業形態・所得・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・企業年金・個人年金等の受給額と掛金、公的年金の受給額と保険料・・・・・・・・

・労働時間・日数、就業形態、複数就業か否か,勤続年数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・就業形態、労働時間・日数、勤続年数、就業希望・形態、世帯構成・・・・・・・・・・
・仕事の有無、就業形態、求職状況、雇用保険の加入状況・受給額 ・・・・・・・・・・

・末子の年齢、日中の保育状況、母の就業形態・労働時間・通勤時間、所得 ・・・
・世帯類型、子ども数、職業、就業形態、所得 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・有訴・通院・日常生活の影響、健康意識、ストレス、健康診査の受診状況 ・・・・
・主な介護者・介護時間、介護サービス未受給の理由、介護費用の負担力・・・・

生涯を通じた生活構造改革 必要情報

調査項目

新規項目

・就業形態、労働時間・日数、勤続年数、雇用保険の加入
状況、仕事ありの内訳、複数就業の有無、就業希望の有無、
希望就業形態、求職状況、求職していない理由、別居の親・子
への仕送り額、

・雇用保険受給額、社会保険料の内訳、企業年金・個人年金等
受給額と掛金

・ストレス、健康診査の受診状況
・介護サービス未受給の理由、介護費用の負担力 等

既存項目
・仕事の有無、職業、勤めか自営かの別、
企業規模、有訴・通院・日常生活の影響、
健康意識、要介護度、主な介護者・介護時間、
介護内容

基本項目
・世帯の状況、家計支出額、住居の状況、
保育の状況、公的年金の加入・受給状況、医療
保険の加入状況

・所得、税、社会保険料、貯蓄、借入金、生活意識

企画・立案
実 施
評 価

調査項目の設定クロス集計・分析
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